
i 

 
 
 
 
 

 

 

報告書  

 

 

 

 

2017 年 8 月 

 

 

  

公益財団法人 日本生産性本部 

 

 

サ ー ビ ス 品 質 の  

日 米 比 較 



i 

 

 

＜ 概 要 ＞ 

 
 
1. 日本のサービス品質は、宅配便や地下鉄、コンビニエンスストアなど今回対

象とした 28 のサービス分野のほとんどで米国を上回る。 
 

∙ 米国滞在経験のある日本人は、宅配便やタクシー、コンビニエンスストアなどの分

野で日本のサービス品質が米国を１５～２０％程度上回っていると認識。ホテル

や百貨店などでも１０％程度米国より品質が高いと考えている。 
 

∙ 日本滞在経験のある米国人も、地下鉄やホテル（高級）などを中心に日本のサービ

ス品質に対する評価が米国より高くなっている。 

 
 

2. 日本のサービス価格が米国より低い分野が大幅に増加。宅配便などを中心に

米国より高いサービス品質を保っているものの、それが十分に価格に反映で

きていない。 
 

・日本のサービス価格は、日本人が大学教育・クリーニングなど９分野、米国人も

ホテル(中程度及び高級)・宅配便など 15 分野で米国より低いと認識。前回調査

（2009 年）では日本人・米国人ともに対象 18 分野中 17 分野で日本のサービス価

格が米国を上回っていたが、今回調査をみると日本の価格の方が低くなっている

分野が大幅に増加。 
 
・米国よりサービス品質が高くてもその分ほど価格が高くなっていない状況が今回

調査した 28 分野中 25 分野で見られた。特に、宅配便や理容・美容などの分野で

高いサービス品質が価格に十分反映されていない状況が顕著になっている。 
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1. 調査の概要 及び 回答者の属性 

1. 調査の概要 

(1) 調査の目的 

日本の労働生産性は、サービス産業に属する多くの業種において米国を大きく下回る

状況にある。一方で、サービスの品質は、日本が米国を凌駕しているとする意見も多い。

しかしながら、「日本のサービス品質は優れている」とする意見は、主に日本人の経験や

主観に基づいたものが多く、必ずしも定量的な調査に基づいているわけではない。 

こうした問題意識のもと、日本生産性本部では 2009 年に「同一サービス分野における

品質水準の違いに関する日米比較調査」を実施した。これは、日米双方のサービスを経

験した日本人及び米国人に対し、日米のサービスの品質水準の差を定量的に把握するこ

とを目的としたアンケート調査であり、多くの分野で日本のサービス品質が米国よりも

高い評価を得ていることが示された。しかし、調査実施から 8 年を経過していることか

ら、今日の状況は当時とは少なからず変化している可能性がある。そうした問題意識か

ら、現在の日本のサービス品質を日本人及び米国人がどのように評価しているのかを明

らかにすることを目的として調査を実施した。 

 

(2) 調査の進め方 

公益財団法人 日本生産性本部では、「サービス品質に関する日米比較調査研究会」を

設置し、実査及び分析を行った 1。研究会のメンバーは下記の通り（五十音順・敬称略）。 

 

主 査  深尾 京司  一橋大学経済研究所 教授 

  阿部 修人  一橋大学経済研究所 教授 

     有本  寛   一橋大学経済研究所 准教授 

     池内 健太  独立行政法人 経済産業研究所 研究員 
 
     木内 康裕  公益財団法人 日本生産性本部 生産性総合研究センター上席研究員  

 

                                                        
1 本研究は、（公財）日本生産性本部の事業として実施したが、一部で日本学術振興会科学研究補助金基盤

S（16H06322）の支援を受けた。また、在日米国人を対象とした調査を実施する上では、在日米国商工会

議所の協力をいただいた。ここに記して謝意を表したい。 
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経験サービス別母集団推計用ウェイト（倍率）  ／日本人

20代 30代 40代 50代 60代 20代 30代 40代 50代 60代

1 タクシー 25 17 18 16 19 22 15 19 15 41
2 レンタカー 43 22 23 23 29 36 17 30 21 85
3 自動車整備 49 43 40 39 52 76 33 39 30 133
4 地下鉄(近距離のもの) 28 18 18 19 23 19 17 20 16 49
5 遠距離鉄道 29 29 29 32 47 29 24 43 28 55
6 航空旅客 24 18 18 17 19 17 14 16 14 41
7 宅配便 30 20 23 22 35 23 14 17 19 62
8 コンビニエンスストア 22 18 19 17 20 17 14 17 15 41
9 総合スーパー 24 17 19 16 18 17 13 16 14 39

10 百貨店 27 18 22 18 23 18 15 16 14 41
11 コーヒーショップ 27 16 18 17 19 17 13 16 14 42
12 ハンバーガーショップ 21 17 18 16 18 17 14 16 14 47
13 ファミリー向けレストラン 28 18 18 18 20 19 15 17 16 47
14 ホテル（高級） 43 30 40 25 28 38 26 24 19 47
15 ホテル（中程度） 32 18 20 17 21 20 16 18 16 42
16 ホテル（エコノミー） 29 19 20 19 26 23 18 23 18 85
17 ATM、送金サービス 32 18 21 19 25 23 16 21 17 44
18 不動産業 91 45 44 43 63 76 29 34 32 117
19 病院 64 21 27 28 40 28 20 18 19 67
20 郵便 36 20 23 22 22 20 14 17 16 44
21 モバイル回線のプロバイダー 36 28 28 28 28 41 23 23 21 104
22 テレビ受信サービス 43 30 26 28 39 32 22 24 19 104
23 理容・美容(エステを含む) 40 27 27 22 30 32 20 21 17 62
24 洗濯物のクリーニング 40 28 30 22 29 32 30 26 20 78
25 旅行サービス 49 28 28 22 33 30 20 23 18 58
26 配電・配管の補修・管理 49 31 29 31 37 41 27 25 23 117
27 博物館・美術館 32 21 21 19 22 18 15 18 14 42
28 大学教育 43 39 80 65 148 36 33 55 48 155
29 官公庁(市役所・税関等) 49 25 27 22 34 41 27 22 22 85

日本人
男性 女性

(3) 調査の概要 

消費者が概ね同一と認識するサービスの品質が日米でどの程度異なっているのかを明

らかにするため、(1)米国滞在経験のある日本人、及び(2)日本滞在経験のある米国人に対

し、日常的に提供されているサービスの品質の差に関するアンケート調査を行った。調

査仕様は以下の通り 2。 

 

【日本人調査】 

・ 実施期間：2017 年 2 月 28 日～3 月 21 日 

・ 対象者･方法：米国滞在経験のある日本人を対象として、インターネット調査会社

のモニター会員を利用した Web 調査により実施。事前にスクリーニング調査を実

施し、2012 年 4 月以降で 3 ヶ月以上の米国滞在経験のあるモニターを抽出した後、

本調査を実施した。 

                                                        
2 「日本人調査」は、インターネット調査会社に日本で登録しているモニターを対象として調査を行った。言語に関

する設問に対して回答者の 96％は、日本語を母国語ないし同等に流暢と答えており、調査対象の多くは日本人

であると考えられるため、以下では「日本人調査」、対象を「日本人」と記述することにする。また、「米国人調査」は、

インターネット調査会社に米国で登録しているモニターを対象として調査を行った。言語に関する設問に対して回

答者の 92％は、英語を母国語ないし同等に流暢と答えており、調査対象の多くは米国人であると考えられるため、

以下ではこの調査を「米国人調査」、対象を「米国人」と記述することにする。 
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・ 回収数：519 人 （有効回答 480） 

・ 母集団推計：集計にあたっては、性別・年代別構成比により母集団補正を行ってい

る。母集団推計には、総務省「人口推計（2017 年）の性別・年齢構成別人口をもと

に作成したウェイト（倍率）を利用（以下参照）。なお、サービスごとに有効回答

数が異なるため、ウェイトも異なっている。 

 

【米国人調査】 

・ 実施期間：2017 年 3 月 14 日～4 月 11 日 

・ 対象者･方法：日本滞在経験のある在米米国人及び在日米国人を対象とした。在米

米国人については、米国調査会社のモニター会員を利用した Web 調査により実施。

在日米国人については、在日米国商工会議所の協力により同会議所会員などを対象

とした。 

・ 回収数：528 人 （有効回答 412） 

・ 母集団推計：集計にあたっては、性別・年代別構成比により母集団補正を行ってい

る。母集団推計には、US Census Bureau「2014 National Population Projections」の性

別・年齢構成別人口をもとに作成したウェイト（倍率）を利用（以下参照）。なお、

サービスごとに有効回答数が異なるため、ウェイトも異なっている。 
経験サービス別母集団推計用ウェイト（倍率）　／米国人

20代 30代 40代 50代 60代 20代 30代 40代 50代 60代

1 タクシー 50 51 38 118 440 45 42 64 445 324
2 レンタカー 67 99 63 177 64 57 85 556 486
3 自動車整備 156 168 184 426 1760 139 126 136 1942
4 地下鉄(近距離のもの) 60 84 58 194 440 66 65 102 741 647
5 遠距離鉄道 78 109 88 213 880 112 77 146 556 486
6 航空旅客 54 62 41 125 293 46 54 66 278 486
7 宅配便 98 84 88 213 1760 70 72 89 371 1942
8 コンビニエンスストア 67 78 48 142 352 57 49 73 278 388
9 総合スーパー 65 62 49 152 352 56 51 66 318 388

10 百貨店 65 73 53 152 352 50 58 68 247 388
11 コーヒーショップ 69 61 43 164 293 50 54 68 247 388
12 ハンバーガーショップ 71 87 70 237 440 57 57 89 371 486
13 ファミリー向けレストラン 57 64 45 125 293 47 60 82 222 324
14 ホテル（高級） 78 75 65 152 440 80 63 85 556 486
15 ホテル（中程度） 84 70 61 152 880 89 58 85 318 971
16 ホテル（エコノミー） 69 128 184 304 80 67 93 556 1942
17 ATM、送金サービス 54 78 51 213 587 70 58 71 318 647
18 不動産業 138 218 202 710 1760 131 107 157 1112
19 病院 130 136 184 426 1760 106 98 171 1112 1942
20 郵便 102 104 101 213 587 86 83 114 556 1942
21 モバイル回線のプロバイダー 90 121 81 177 587 80 67 108 1112 647
22 テレビ受信サービス 71 78 58 237 880 66 74 102 556 486
23 理容・美容(エステを含む) 167 95 101 304 1760 77 63 120 741 1942
24 洗濯物のクリーニング 69 99 72 237 1760 64 54 93 445 647
25 旅行サービス 69 73 61 266 440 72 55 102 371 1942
26 配電・配管の補修・管理 67 109 106 426 1760 77 80 157 2224 1942
27 博物館・美術館 81 66 56 177 440 62 58 76 445 486
28 大学教育 130 168 253 710 880 86 77 186 1112
29 官公庁(市役所・税関等) 102 99 184 355 440 93 86 128 741 971

米国人
男性 女性
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2. 回答者の属性 

日本人調査については、属性情報の一部でモニター登録情報を援用し、米国滞在時期

など本調査に関係する項目のみ事前調査で取得した。米国人調査では、日本人調査の属

性項目と同様の属性情報を調査票に盛り込んで調査を実施した。 

 

(1) 性 別 

日本人調査は、男性・女性とも 50.0%だった

が、米国人調査は男性が 52.7%とやや多くなっ

ている。 

 
 

(2) 年 齢 

日本人調査は 40 代が 24.6％で最も多く、30

代、50 代が続いている。一方、20 代と 60 代は

15%強にとどまり、実際の年齢構成をやや下回

った。 

米国人調査は、20 代が最も多く、年齢層が高

くなるほど回答が少なくなっている。 

 
 

(3) 居住地 

日本人調査では、首都圏（東京都、埼玉県、

千葉県、神奈川県）在住者が半数弱（47.1%）

となっており、関西 3 県（18.9%／大阪府、京

都府、兵庫県）とあわせると 2／3 を占めてい

る。愛知県（5.4％）を含めると 7 割を超えるな

ど、大都市圏居住者が多数を占めている。 

米国人調査は、米国在住者に加え、在日商工

会議所（ACCJ）の協力のもとで日本在住者か

らも回答を得ている。米国在住者は、ニューヨ

ーク都市圏が含まれるニューヨーク州、ニュー

ジャージー州、ペンシルバニア州の 3 州の居住

者が 18.7％、ロスアンゼルスなどが含まれるカ

日本人
調査

％
米国人
調査

％

男性 240 50.0 217 52.7

女性 240 50.0 195 47.3

全体 480 100.0 412 100.0

＜性別＞

日本人
調査

％
米国人
調査

％

20代 73 15.2 139 33.7

30代 108 22.5 127 30.8

40代 118 24.6 102 24.8

50代 107 22.3 32 7.8

60代 74 15.4 12 2.9

全体 480 100.0 412 100.0

＜年代＞

日本人
調査

％
米国人
調査

％

北海道 9 1.9 0 0.0

青森県 3 0.6 0 0.0

岩手県 2 0.4 0 0.0

宮城県 5 1.0 0 0.0

秋田県 1 0.2 0 0.0

山形県 0 0.0 0 0.0

福島県 2 0.4 0 0.0

茨城県 4 0.8 0 0.0

栃木県 3 0.6 0 0.0

群馬県 6 1.3 0 0.0

埼玉県 32 6.7 0 0.0

千葉県 29 6.0 0 0.0

東京都 98 20.4 6 1.5

神奈川県 67 14.0 0 0.0

新潟県 5 1.0 0 0.0

富山県 3 0.6 0 0.0

石川県 4 0.8 0 0.0

福井県 2 0.4 0 0.0

山梨県 2 0.4 0 0.0

長野県 3 0.6 0 0.0

岐阜県 6 1.3 0 0.0

静岡県 6 1.3 0 0.0

愛知県 26 5.4 2 0.5

＜居住地（日本）＞
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リフォルニア州で 14.6％となっており、大都市圏の回答者比率でみると日本よりも低く

なっている。日本在住米国人は東京都が多かった。 

 

 

(4) 婚姻状態 

日本人調査は既婚者が 7 割（70.4%）を占め

る。一方、米国人調査では、未婚者が 2／3

（63.1%）を占めており、日本人調査と未既婚

者比率がほぼ逆転している。 

 
 

(5) 最終学歴 

日本人調査は、四年制大学卒（在学中を含む）

が 55.0%で最も多く、大学院卒（15.2%）とあ

わせると 7 割を占める。米国人調査も四年制大

学卒が 42.0%で最も多くなっているが、一方で

日本人
調査

％
米国人
調査

％

三重県 3 0.6 0 0.0

滋賀県 2 0.4 0 0.0

京都府 11 2.3 0 0.0

大阪府 51 10.6 0 0.0

兵庫県 29 6.0 0 0.0

奈良県 1 0.2 0 0.0

和歌山県 1 0.2 0 0.0

鳥取県 1 0.2 0 0.0

島根県 1 0.2 0 0.0

岡山県 6 1.3 0 0.0

広島県 5 1.0 0 0.0

山口県 5 1.0 0 0.0

徳島県 2 0.4 0 0.0

香川県 4 0.8 0 0.0

愛媛県 2 0.4 0 0.0

高知県 3 0.6 0 0.0

福岡県 14 2.9 1 0.2

佐賀県 2 0.4 0 0.0

長崎県 2 0.4 0 0.0

熊本県 7 1.5 0 0.0

大分県 2 0.4 0 0.0

宮崎県 2 0.4 0 0.0

鹿児島県 2 0.4 0 0.0

沖縄県 4 0.8 0 0.0

全体 480 100.0 412 100.0

＜居住地（日本／つづき）＞
人数 ％ 人数 ％

アラバマ 6 1.5 モンタナ 0 0.0

アラスカ 0 0.0 ネブラスカ 3 0.7

アリゾナ 4 1.0 ネバダ 5 1.2

アーカンソー 3 0.7 ニューハンプシャー 2 0.5

カリフォルニア 60 14.6 ニュージャージー 14 3.4

コロラド 3 0.7 ニューメキシコ 0 0.0

コネチカット 5 1.2 ニューヨーク 51 12.4

デラウェア 4 1.0 ノースカロライナ 7 1.7

コロンビア特別区 1 0.2 ノースダコタ 1 0.2

フロリダ 38 9.2 オハイオ 14 3.4

ジョージア 12 2.9 オクラホマ 1 0.2

ハワイ 1 0.2 オレゴン 5 1.2

アイダホ 1 0.2 ペンシルベニア 12 2.9

イリノイ 11 2.7 ロードアイランド 3 0.7

インディアナ 6 1.5 サウスカロライナ 4 1.0

アイオワ 2 0.5 サウスダコタ 0 0.0

カンザス 1 0.2 テネシー 7 1.7

ケンタッキー 7 1.7 テキサス 28 6.8

ルイジアナ 1 0.2 ユタ 5 1.2

メイン 3 0.7 バーモント 1 0.2

メリーランド 8 1.9 バージニア 18 4.4

マサチューセッツ 12 2.9 ワシントン 7 1.7

ミシガン 10 2.4 ウェストバージニア 0 0.0

ミネソタ 2 0.5 ウィスコンシン 3 0.7

ミシシッピー 1 0.2 ワイオミング 0 0.0

ミズーリ 10 2.4 不明 9 2.2

全体 412 100.0

＜居住地（米国／米国人のみ）＞

日本人
調査

％
米国人
調査

％

未婚 142 29.6 260 63.1

既婚 338 70.4 151 36.7

その他 0 0.0 1 0.2

全体 480 100.0 412 100.0

＜婚姻状態＞

日本人
調査

％
米国人
調査

％

中学校卒 2 0.4 7 1.7

高校卒 36 7.5 68 16.5

高等専門学校卒 12 2.5 30 7.3

専門学校卒 32 6.7 23 5.6

短大卒 61 12.7 56 13.6

4年生大学卒 264 55.0 173 42.0

大学院 73 15.2 55 13.3

全体 480 100.0 412 100.0

＜最終学歴（在学中含む）＞
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高校卒も 16.5%を占め、日本人調査より学歴が

分散している。 

 

 

(6) 職 業 

日本人調査は、派遣社員を含む会社員・公務

員で 53.7％を占め、専業主婦が 17.7％、パー

ト・アルバイトが 6.7％、大学生が 5.4％と続い

ている。 

米国人調査でも派遣社員を含む会社員・公務

員が 71.5％と多数を占めている。一方、専業主

婦は 5.1％と、日本人調査とのギャップが大き

くなっている。なお、米軍関係者には日本滞在

経験者が数多くいると予想される。しかし、在

日米軍基地内で多く提供される数々のサービ

スを日本のサービスとはみなしにくいことか

ら、今回の調査では回答者に含めていない。 

 

 

 

(7) 世帯年収 

日本人調査は世帯年収 1,000 万円以上が

42.8％を占めており、600 万円以上が全体のほ

ぼ 3／4 に相当する 73.9％であった。米国人調

査でも、1,000 万円以上が 43.2％、600 万円以

上が 74.5％となっており、日本人調査とほぼ

同じ分布となっている。 

ただ、日本人調査で 7.5％だった 2,000 万円

以上の高所得層は、米国人調査をみると 10％

を占め、やや多くなっている。こうしてみる

と、日米両国に滞在経験があることが前提と

なる今回の調査回答者の年収は、一般的な所

得分布よりもやや高くなっているとみること

ができる。 

日本人
調査

％
米国人
調査

％

会社員（管理職以外） 100 20.8 180 43.7

会社員（管理職） 97 20.2 55 13.3

会社役員・経営者 25 5.2 55 13.3

派遣・契約社員 20 4.2 2 0.5

公務員・非営利団体職員 16 3.3 3 0.7

教職員講師 7 1.5 2 0.5

開業医、勤務医 6 1.3 1 0.2

看護師 3 0.6 2 0.5

薬剤師 0 0.0 3 0.7

その他医療関係者 2 0.4 2 0.5

弁護士、弁理士、行政書士 2 0.4 5 1.2

会計士、税理士 0 0.0 1 0.2

軍関係 0 0.0 0 0.0

農林漁業 2 0.4 2 0.5

自営業（農林漁業を除く） 26 5.4 10 2.4

SOHO 7 1.5 10 2.4

パート・アルバイト・フリーター 32 6.7 9 2.2

内職 1 0.2 3 0.7

専業主婦 85 17.7 21 5.1

大学生（短大・高専等含む） 26 5.4 18 4.4

高校生 0 0.0 3 0.7

中学生 0 0.0 1 0.2

無職、定年退職 18 3.8 14 3.4

その他職業 5 1.0 10 2.4

全体 480 100.0 412 100.0

＜職業＞

日本人
調査

％
米国人
調査

％

100万円未満 14 2.9 12 2.9

200万円未満 13 2.7 8 1.9

300万円未満 25 5.2 19 4.6

400万円未満 29 6.1 34 8.3

500万円未満 44 9.2 32 7.8

600万円未満 39 8.1 49 11.9

700万円未満 45 9.4 24 5.8

800万円未満 35 7.3 38 9.2

900万円未満 30 6.3 18 4.4

1000万円未満 47 9.8 36 8.7

1200万円未満 52 10.9 48 11.7

1500万円未満 44 9.2 33 8.0

2000万円未満 26 5.4 20 4.9

2000万円以上 36 7.5 41 10.0

全体 479 100.0 412 100.0

＜世帯年収＞
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(8) 滞在時期・期間 

日本人調査では、米国に滞在（旅行を含む）期間を 2012 年 4 月以降で 3 ヶ月以上を条件

とした。旅行や出張等で何度か渡米しているケースも多いと考えられるため複数回答とし

ているが、2012 年～2013 年にかけて 1 年(以上)滞在している回答者が最も多く、2013 年か

ら 2014 年にかけて 1 年間、2016 年以降で半年以上とする回答が続いている。比較的短期の

滞在者というよりも、ある程度まとまった期間にわたって米国に滞在した経験のある回答

者が多くを占めているとみることができる。 
 
一方、米国人調査では、日本滞在が１年以上とする回答者の比率が日本人調査ほど高く

なっておらず、半年以上、3 ヶ月～半年、1 ヶ月～3 ヶ月などの回答もほぼ同数となってお

り、期間・滞在経験が比較的分散している。なお、日本人調査と同様に滞在経験を 3 ヶ月

以上とすると、調査対象者数の確保が難しかったため、滞在期間の条件を 1 ヶ月以上に緩

和している。 

 
 
 

(9) 滞在目的・滞在先の都市規模 

米国あるいは日本での滞在目的を複数回答で質問したところ、日本人調査では、仕事が 4

割近く(38.9％)を占め、家族に同行と合わせると概ね半数を占めている。個別にみると、観

光が 24.3％で最も多く、仕事(現地での駐在／15.4％)、仕事(出張／14.0％)、留学(ホームス

1年間（な

いしそれ
以上）

半年以上1
年未満

3ヶ月以上

半年未満

2016年4月から現在まで 120 53
2015年4月から2016年3月まで 93 52 57
2014年4月から2015年3月まで 103 58 59
2013年4月から2014年3月まで 125 53 68
2012年4月から2013年3月まで 161 52 61
※ウェイトなし ※複数回答

1年間（な

いしそれ
以上）

半年以上1
年未満

3ヶ月以上

半年未満

1ヶ月以上

3ヶ月未満

2016年4月から現在まで 134 56 54
2015年4月から2016年3月まで 85 52 78 46
2014年4月から2015年3月まで 63 63 53 64
2013年4月から2014年3月まで 55 51 60 51
2012年4月から2013年3月まで 50 54 50 48
※ウェイトなし ※複数回答

日本調査

米国調査

米国人／日本滞在時期・期間

日本人／米国滞在時期・期間
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テイ含む／12.9％)と続いている。 

一方、米国人調査をみると、仕事が 4 割弱(36.3％)で日本人調査と大きく変わらないもの

の、家族に同行した回答者は 2.5％と日本人調査より大幅に少なくなっている。個別にみる

と、観光が 30.9％で最も多く、仕事(出張／16.5％)、親族・友人訪問(14.6％)、仕事(現地で

の就職／12.9％)と続いており、日本人調査とは傾向がやや異なる。 

また、滞在先の都市規模をみると、日本人・米国人ともに人口 10 万人を超える都市が

ほとんどとなっている。 

 
 

(10) 語学力 

サービスを受けるにあたっては、提供

者と利用者の間で何らかのコミュニケー

ションを必要とするようなケースも少な

くない。したがって、語学力の有無がサ

ービス品質の評価にも影響を及ぼす可能

性がある。 

今回の調査では、日本人に対して英語

の語学力、米国人に対して日本語の語学

力を質問している。 

日本調査
（米国滞在）

％
米国調査

（日本滞在）
％

観光 225 24.3 256 30.9
仕事（現地での就職） 88 9.5 107 12.9
仕事（現地での駐在） 143 15.4 57 6.9
仕事（出張） 130 14.0 137 16.5
留学（ホームステイを含む） 119 12.9 54 6.5
ボランティア活動 26 2.8 64 7.7
親族・友人訪問 79 8.5 121 14.6
家族滞在（家族の渡日に同行） 95 10.3 21 2.5
その他 21 2.3 12 1.4
※ウェイトなし ※複数回答

日本調査
（米国滞在）

％
米国調査

（日本滞在）
％

人口10万人超の都市 399 83.1 385 93.7
上記以外 67 14.0 21 5.1
わからない 14 2.9 5 1.2
※ウェイトなし ※複数回答

＜滞在目的＞

＜滞在先の都市の規模＞

日本人
調査

％
米国人
調査

％

母国語レベル 94 19.6 35 8.5

あまり不自由はない 242 50.4 127 30.8

かなり不自由 129 26.9 182 44.2

わからない 15 3.1 67 16.3

未回答 0 0.0 1 0.2

全体 480 100.0 412 100.0

＜語学力＞

英語能力 日本語能力



12 

日本人調査では、英語能力について「母国語レベル」が 19.6％、「あまり不自由はない」

が 50.4％となっており、あわせて 7 割を占めた。一方、米国人調査では「母国語レベル」

が 8.5％、「あまり不自由はない」が 30.8％と、概ね 4 割にとどまっている。また、「かな

り不自由」(44.2％)が半数弱を占めるなど、語学力に不安を抱えている人が比較的多くな

っている。 

 

 

 

3. 調査項目 

(1) サービスの種類 

今回の調査では、日本と米国に滞在する期間の中で利用できるサービスに調査対象が

制約されるため、対個人サービスを中心としている。また、調査対象者について、日本

人が米国に滞在する期間を 3 ヶ月以上、米国人が日本に滞在する期間を 1 ヶ月以上とし

たため、比較的短期滞在者でも利用できそうな 29 のサービスを選定した。 

比較にあたっては、業態や顧客層、類型が両国でできるだけ一致していることが望ま

しいが、多くのサービスは社会経済的な環境に合わせてカスタマイズされるほか、企業

が市場で競争する中でさまざまな差別化を行っており、完全に一致するサービスを抽出

することは困難である。そのため、調査票には対象とする 29 分野で比較的類似するサー

ビスを提供している代表的な企業を例示し、必要に応じて簡明な説明を加えることで回

答者が比較を行いやすいようにした(以下参照)。 

＜サービスの種類と説明・代表的な企業＞ 

 説明 日本の例 アメリカの例 

タクシー Uberやリムジンサービス

は含みません。 
  

レンタカー  トヨタレンタリース、オリ

ックス自動車、ニッポンレ

ンタカー、日産レンタカー 
他 

Hertz、Avis、Alamo、Budget、
Enterprise 他 

自動車整備 ガソリンスタンドでの簡

単な点検・整備は除きます 
  

地下鉄(近距離のも

の) 

ここでは地下鉄による近

距離移動が対象です。地下

鉄と他社の鉄道との相互

乗り入れによる遠距離移

動は含みません。 

  

遠距離鉄道  JR東日本，JR東海 他 Amtrak他 

航空旅客 国内便、国際便を問いませ

ん。 
JAL、ANA他 American、Delta、United、 

Continental 他 
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宅配便 USPSの小包サービスも含

みます。 
ヤマト運輸、日本通運、佐

川急便 
FedEx, UPS, DHL, USPSの
小包サービス 他 

コンビニエンスス

トア 

ドラッグストアも含みま

す。 
セブンイレブン、ファミリ

ーマート、ローソン 他 
7-Eleven, Sheetz, United 
Dairy Farmers, Mobile Mart, 
(CVS、Walgreens, Rite Aid 
等の薬局を含む) 他 

総合スーパー セルフサービス方式が中

心で、食料品、衣料品、家

庭用品など様々な日用品

を扱うスーパーマーケッ

トなどを指します。 

イトーヨーカドー、イオン 
他 

Target, Walmart, Kmart, 
Sears, Safeway他 

百貨店 接客方式が中心で、日用品

以外に高級な商品も扱う

百貨店（デパートメントス

トア）などを指します。 

三越、伊勢丹、髙島屋、松

坂屋 他 
Macy’s, Saks Fifth Avenue、
Bloomingdale’s, JCPenny 
他 

コーヒーショップ コーヒー、紅茶など、ソフ

トドリンク類が主な商品

となっているショップを

指します。 

ドトールコーヒー、スター

バックス 他 
Starbucks, Tully’s 他 

ハンバーガーショ

ップ 

ハンバーガーが主な商品

となっているショップを

指します。 

マクドナルド、モスバーガ

ー、ロッテリア 他 
McDonald’s、BURGER 
KING、Wendy’s 他 

ファミリー向けレ

ストラン 

 すかいらーく、デニーズ、

ロイヤルホスト 他 
Denny’s, Waffle House, 
Applebee’s、Chilles, Olive 
Garden 他 

ホテル（高級）  帝国ホテル、フォーシーズ

ンズホテル、ホテルオーク

ラ 他 

Hyatt, CONRAD 他 

ホテル（中程度）  京王プラザホテル、プリン

スホテル、三井ガーデンホ

テル 他 

Hilton, Marriott 他 

ホテル（エコノミ

ー） 

 東横イン、アパホテル、ホ

テルサンルート 他 
Best Western､Holiday Inn 
他 

銀行 口座開設などの銀行窓口

のサービスだけでなく、

ATM利用も含みます。 

みずほ銀行､三井住友銀

行､三菱東京UFJ銀行 他 
Citibank, Chase, Bank of 
America, First Union 他 

不動産業 不動産の賃貸・売り買いに

関する斡旋・仲介サービス

全体を指します。Airbnbの
ようなインターネットの

みを通じた仲介サービス

は含みません。 

  

病院 歯科、診療所、クリニック

も含みます。 
  

郵便 はがき、手紙、FedEx（小

包サービスは除く）などを

指します。 

日本郵便(郵便局) 、ヤマト

運輸 (書類配達) 他 
USPS, FedEx (小包サービ

スは除く) 他 

モバイル回線のプ

ロバイダー 

Wimax等、通話機能がない

ものは含みません。 
NTTドコモ、au、ソフトバ

ンク 他 
AT&T, Vodafone, 
T-Mobile 他 
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(2) サービス品質の評価方法 

上記 29 種類のサービス品質の違いを評価するにあたっては、「限界支払い意欲」の違い

に基づいて測定している。例えば、日本の中程度のホテルのサービスが米国より優れてい

る場合、米国並みのサービス品質と比べてどのくらい多く支払ってもよいかを問い、「より

多く支払っても良い」分だけ品質が優れているとみなすことにより、品質水準の違いを測

定する。つまり、日本と米国のサービスの「品質」の差をうめるために、限界的に支払っ

てもよい金銭的価値によって品質差を定量化する方法をとっている。 

また、集計にあたっては、日米両国の年齢・性別構成にあわせたウェイトを用いて推計

を行い、全体の回答結果となるよう調整している。 

サービス品質の評価方法及び集計の詳細については、後述の｢サービス品質の測定方法に

ついて｣及び「集計にあたっての補正について」を参照されたい。 

 

ケーブル、衛星、

Wi-Fi等によるテレ

ビ受信サービス 

AmazonやApple等の提供す

る有料映画配信サービス

は含みません。スターチャ

ンネルのような放送局も

含みません。 

スカパー、ひかりTV Verizon, Time Warner 他 

理容･美容 (エステ

を含む) 

   

クリーニング    

旅行サービス 旅行代理店などを指しま

す。トリップアドバイザー

のようなインターネット

のみを通じた仲介サービ

スは含みません。 

JTB、近畿日本ツーリスト 
他 

Expedia Inc., Travelocity 他 

電気・ガス・熱供給・

上下水道に関する配

電／配管補修・管理 

電気・ガス・熱供給・上下

水道に関する家庭内での

配電・配管補修・管理を指

します。冷暖房器具、電気

製品、給湯器等、機器の修

理は含みません。 

  

博物館・美術館    

大学教育    

官公庁 (市役所･税

関等)  

市役所、税関、出入国など、

手続きや問い合わせの際

のサービスを含みます。 
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サービス品質の測定方法 

        

                   一橋大学経済研究所 深尾 京司 
 

本調査では、日米のサービス品質の差を測定するため、日本と米国の両方でサービスを経験

した回答者に対して、日米の各サービスの品質の差に相当する価格比を質問した。これは、日

米の各サービスへの「支払い意思額（willingness to pay：WTP）」の比を回答させることと同等

であり、例えば、ホテルのサービスの品質の日米格差を測定する場合、日本のホテルのサービ

スを米国で経験したサービスと比べてどのくらい多く支払っても利用したいか（又はどのくら

い料金が低くなければ利用したいと思わないか）を質問し、「より多く支払っても良い」分だけ

品質が優れているとみなす。例えば、30％値段が高くても日本のサービスを利用したいと感じ

るが、それ以上値段が高くなると米国のサービスを利用したいと感じる人は、価格差 30％分だ

け、日本のホテルのサービスの品質を米国のホテルのサービスの品質に比べて高く評価してい

ると解釈される。 

したがって、もし仮に日米のホテルで価格の差がなければ、このような人は日本のホテルを

利用することにより、米国のホテルを利用した時と比べて、得られる効用（満足）は金額換算

して 1.3 倍であることになる※。 

 
 
 
 
 

------------------------------------------------------------------------------------------- 
 
※ 理論的にいえば,これは品質の差が生み出す，日米サービスから得られる限界効用の違いを聞

いていることになる．効用関数を 

 U = U(ΣaiZi, ...) 

と表せるとする．ただし aiは i 国ホテルサービスの質，Ziは i 国ホテルサービスの消費量を

表す．i 国ホテルサービス価格を Piとすると，家計の最適行動より，設問が尋ねている日米の

各サービスの品質の差に相当する価格比 (PUS/PJ)*について，次式が成り立つ．（US は米国、J

は日本を示す） 

 aUS/aJ = (PUS/PJ)* 

従って，(PUS/PJ)*は品質の差が生み出す，日米サービスから得られる限界効用の比 aUS/aJと

一致する． 
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集計にあたっての補正 

             

         独立行政法人 経済産業研究所 池内 健太 
 

本調査では、日本人調査・米国人調査ともに、対象者の年齢は 20 歳から 69 歳までとし、男女別

に 10 歳刻みで計 10 区分の層に分け、層化抽出を行って標本を構成している。そのため、下表に

示すように性年代別にそれぞれ総人口に対する有効回答数の比率をウェイトとした重み付き集

計を行うことで、日米の母集団における平均値や比率を推計した。 

 

性年代別の総人口と有効回答数 

 日本人調査 米国人調査 

性別 年代 
総人口 
（万人） 

有効回答 
（人） 

総人口 
（万人） 

有効回答 
（人） 

男性 

20 代 640 36 2,340 67 

30 代 773 49 2,180 61 

40 代 960 57 2,020 62 

50 代 775 49 2,129 21 

60 代 887 49 1,760 6 

女性 

20 代 609 37 ,231 72 

30 代 750 59 2,148 66 

40 代 938 61 2,047 40 

50 代 773 58 2,224 11 

60 代 932 25 1,942 6 

 

ただし、サービスの種類ごとにサンプルにおける日米両方での利用経験のある回答者の比率が

異なるため、本報告書 5～6 ページに記載している経験サービス別母集団推計用ウェイト（日本

人・米国人）に示すようにサービスの種類ごとに異なるウェイトを用いて集計した。具体的には、

例えば日本人調査の「タクシー」の場合、日本人における性年代別の総人口（上表）を、日本人

調査において日米の両方で「タクシー」を利用したことのある性年代別の回答者の数でそれぞれ

割った値が「タクシー」に関する質問に対する回答を集計する際に用いる性年代別のウェイトと

なる。 

 

なお、日米両方でのサービスの利用経験の有無は自己選択（セルフ・セレクション）が働いて

いるため、自己選択によるバイアス（セルフ・セレクション・バイアス）があると想定される

が、本報告書ではそのようなバイアスの影響を取り除いた分析は行っていないことに注意され

たい。 
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2. 調査結果 

1. 日本と米国のサービス品質 

(1) 日本とアメリカでのサービス利用経験 

 今回の調査では、日本とアメリカでのサービス経験がある分野のみ品質の評価を行う形

をとっているが、対象とした 29 分野全てのサービスを経験した回答者ばかりではない。む

しろ、滞在中に受けたサービスは今回対象としたサービスの一部にとどまる回答者のほう

が多いと考えられる。 

実際、日本人調査 3をみると、総合スーパーやコーヒーショップ、ハンバーガーショップ

                                                        
3 「日本人調査」は、インターネット調査会社に日本で登録しているモニターを対象として調査を行った。言語に関

する設問に対して回答者の 96％は、日本語を母国語ないし同等に流暢と答えており、調査対象の多くは日本人

であると考えられるため、以下では「日本人調査」、対象を「日本人」と記述することにする。 
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などでは 9 割以上の回答者が日米両国でサービスを経験しているが、大学教育は 29.3％、

自動車整備が 36.6％にとどまるなど、サービスによって大きな開きがある。 

 米国人調査 4でも同様であり、タクシーやファミリー向けレストラン、コーヒーショップ

では 7 割超が日米両国でのサービス経験があるものの、病院や大学教育では 25％を下回っ

ている。また、日米両国でサービスを受けたとする回答は、多くの分野で日本人調査より

も相対的に少なくなっている。 

 

(2) 日本のサービス品質の現状 

 日本とアメリカではどちらのサービスが高品質なのかというと、日本人調査では 29 分野

                                                        
4「米国人調査」は、インターネット調査会社に米国で登録しているモニターを対象として調査を行った。言語に関す

る設問に対して回答者の 92％は、英語を母国語ないし同等に流暢と答えており、調査対象の多くは米国人である

と考えられるため、以下ではこの調査を「米国人調査」、対象を「米国人」と記述することにする。 
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のうち 24 分野で、日本のサービス品質が米国より高いとする回答が 7 割を超えている。特

に、地下鉄(96.1％)やタクシー(95.7％)、コンビニエンスストア(94.5％)、宅配便(94.3％)とい

った分野では 9 割を超える日本人が日本のサービス品質は米国を上回ると認識している。 

 一方、米国人調査をみると、地下鉄(65.4％)や遠距離鉄道(61.9％)で日本のほうが高品質と

する回答が 6 割程度と多くなっている。宅配便(53.8％)やホテル(中程度／53.2％)も、半数を

超えている。逆に、モバイル回線プロバイダー(26.2％)や大学教育(29.8％)、銀行（ATM・送

金サービス／29.1％）といった分野では、日本のサービスのほうが高品質と考える回答者が

3 割を下回っており、米国のサービス品質が優位と認識する人が比較的多いとみることがで

きる。 

 
 
 

(3) サービス品質の日米比較 

 日本と米国でどちらのサービスが高品質な

のかをきいても、日本人と米国人ではニーズ

や嗜好の違いなどの影響もあることから、両

国の回答傾向にはある程度の違いが生じてい

る。ただし、日本人及び米国人の認識を総合

すると、全てのサービス分野で日本のサービ

ス品質の方が米国よりも高くなっている。日

本と米国でサービス品質に最も大きな差があ

ると評価されているのは地下鉄(近距離)で

112.6 だった。これは、日本のサービス品質が

米国を 12.6％上回ると評価していることを示

している。以下、理容・美容(110.7)、コンビニ

エンスストア(109.5)、遠距離鉄道(108.9)といっ

たサービスが続いている。鉄道やコンビニエ

ンスストアは、正確性(定時性)やきめ細かさな

どに定評があり、今回の調査でもきわめて高

い評価を得たことを示している。 

一方、テレビ受信サービスやハンバーガー

ショップ、(モバイル回線などの)プロバイダー

といったサービス(いずれも 102.6)は、日本の

品質がやや上回ると評価されているものの、

日米の品質にそれほどの差がないとみられて

いるようである。 
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日本人調査をみると、日本のサービス品質が米国を上回るとする認識が顕著にみられ、

多くの分野で日本のサービス品質が 10～20％程度米国より高いと評価している。サービス

品質が米国を 10％以上上回ると評価するサービス分野は 28 分野のうち 21 分野を占めてお

り、宅配便(118.3)やタクシー(117.9)、病院(116.6)といった分野で特に評価が高い。クリーニ

ング(115.9)や航空旅客(115.9)、コンビニエンスストア(115.4)といった分野でも、日本のサー

ビス品質は米国を大きく上回っていると認識している。 

 一方、米国人調査をみると、日本のサービス品質が米国を上回る分野として地下鉄(110.8)

やホテル(高級／108.0)、大学教育(112.8)などの評価が高い。また、多くの分野で日本のほう

が高品質とする傾向は日本人調査と共通であるものの、日本人ほど日米に品質差があると

は認識していない。日本人は 10～20％近く品質差があると認識している分野であっても、
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＜日本人調査＞

サービス分野

設備や道
具の性
能・見栄
えが良い

接客が丁
寧である

正確で信
頼できる
サービス
を提供し
てくれる

顧客に進
んで手を
貸してくれ
る

迅速に
サービス
を提供し
てくれる

従業員・
設備が清
潔である

個人的な
要望を理
解してくれ
る

サービス
の内容に
ついて選
択肢が多
い

タクシー 20% 51% 55% 18% 30% 21% 11% 2%
レンタカー 26% 36% 42% 14% 30% 18% 8% 7%
自動車整備 19% 27% 53% 15% 39% 13% 21% 5%
地下鉄(近距離のもの) 23% 22% 53% 15% 28% 23% 6% 4%
遠距離鉄道 20% 24% 50% 17% 28% 19% 5% 4%
航空旅客 20% 39% 56% 19% 26% 24% 12% 5%
宅配便 9% 32% 54% 11% 41% 10% 11% 6%
コンビニエンスストア 17% 41% 32% 11% 31% 25% 8% 11%
総合スーパー 17% 40% 34% 16% 26% 23% 10% 12%
百貨店 18% 49% 32% 17% 20% 27% 12% 10%
コーヒーショップ 16% 48% 32% 13% 29% 32% 11% 9%
ハンバーガーショップ 14% 41% 34% 14% 33% 33% 9% 9%
ファミリー向けレストラン 16% 45% 35% 11% 32% 33% 9% 9%
ホテル（高級） 25% 52% 38% 21% 22% 29% 16% 6%
ホテル（中程度） 23% 49% 40% 20% 20% 29% 12% 5%
ホテル（エコノミー） 22% 50% 41% 13% 24% 32% 13% 3%
ATM、送金サービス 12% 20% 53% 13% 30% 8% 7% 13%
不動産業 6% 35% 53% 18% 26% 9% 27% 8%
病院 22% 31% 50% 21% 26% 26% 21% 7%
郵便 8% 28% 49% 16% 34% 12% 11% 11%
モバイル回線のプロバイダー 7% 21% 47% 12% 32% 8% 10% 17%
テレビ受信サービス 8% 24% 48% 17% 28% 9% 8% 16%
理容・美容(エステを含む) 14% 45% 42% 13% 21% 23% 20% 7%
洗濯物のクリーニング 13% 31% 43% 13% 30% 21% 13% 5%
旅行サービス 9% 37% 44% 17% 25% 14% 23% 11%
配電・配管の補修・管理 12% 29% 50% 13% 30% 9% 12% 10%
博物館・美術館 25% 23% 32% 14% 18% 23% 10% 17%
大学教育 17% 18% 40% 21% 19% 14% 20% 21%
官公庁(市役所・税関等) 10% 42% 51% 20% 31% 16% 14% 10%

高

低

米国人調査をみると品質差は 1～7％程度となっている。また、病院やテレビ受信サービス、

モバイル回線のプロバイダーといった分野では、米国人からすると米国の品質の方が高い

と認識しており、日米で評価が逆転している。これは、サービスの品質だけでなく、病院

やテレビ受信サービスを受けるにあたって語学力に大きく影響を受けることも関係してい

るとみられる。また、日本では街中で Wifi などのサービスを米国ほど自由に利用できない

ことなども評価に影響したと考えられる。 

 

 

 

(4) サービス品質を評価する上で重視するポイント 

サービス品質を評価する上で重視するポイントは日米で共通する部分もあるが、当然な

がら全く同じではない。｢接客が丁寧である｣ことや「正確で信頼できるサービスを提供し

てくれる」ことは、日本人と米国人ともに品質を評価する上で重視するポイントとして多

く挙げられており、共通する特徴となっている。 

しかし、｢迅速にサービスを提供してくれる｣ことを日本人は比較的重視するポイントと



22 

＜米国人調査＞

サービス分野

設備や道
具の性
能・見栄
えが良い

接客が丁
寧である

正確で信
頼できる
サービス
を提供し
てくれる

顧客に進
んで手を
貸してくれ
る

迅速に
サービス
を提供し
てくれる

従業員・
設備が清
潔である

個人的な
要望を理
解してくれ
る

サービス
の内容に
ついて選
択肢が多
い

タクシー 47% 29% 30% 10% 25% 19% 12% 12%
レンタカー 35% 37% 27% 15% 20% 22% 11% 9%
自動車整備 32% 40% 32% 22% 12% 13% 12% 6%
地下鉄(近距離のもの) 31% 16% 37% 15% 31% 31% 15% 12%
遠距離鉄道 26% 30% 34% 16% 22% 19% 9% 7%
航空旅客 30% 31% 33% 19% 20% 32% 15% 12%
宅配便 14% 33% 25% 17% 30% 18% 23% 7%
コンビニエンスストア 31% 31% 27% 17% 24% 24% 14% 16%
総合スーパー 25% 34% 28% 22% 19% 26% 16% 16%
百貨店 30% 35% 24% 21% 22% 27% 11% 12%
コーヒーショップ 29% 30% 26% 20% 28% 31% 14% 12%
ハンバーガーショップ 21% 29% 33% 21% 25% 33% 14% 10%
ファミリー向けレストラン 27% 34% 31% 18% 22% 36% 11% 8%
ホテル（高級） 36% 31% 19% 22% 13% 23% 20% 11%
ホテル（中程度） 43% 26% 27% 22% 13% 31% 14% 15%
ホテル（エコノミー） 38% 34% 23% 24% 14% 26% 24% 5%
ATM、送金サービス 19% 20% 23% 16% 33% 22% 14% 17%
不動産業 19% 17% 18% 22% 21% 9% 10% 14%
病院 17% 25% 15% 21% 31% 21% 14% 6%
郵便 19% 22% 38% 22% 24% 14% 17% 10%
モバイル回線のプロバイダー 25% 26% 35% 23% 21% 16% 15% 19%
テレビ受信サービス 25% 23% 32% 21% 18% 20% 12% 22%
理容・美容(エステを含む) 22% 33% 24% 17% 18% 16% 21% 14%
洗濯物のクリーニング 28% 29% 31% 28% 25% 20% 13% 13%
旅行サービス 17% 27% 39% 22% 20% 17% 16% 10%
配電・配管の補修・管理 17% 23% 32% 15% 18% 23% 11% 6%
博物館・美術館 35% 24% 22% 17% 14% 28% 13% 13%
大学教育 28% 25% 16% 25% 16% 12% 20% 9%
官公庁(市役所・税関等) 23% 29% 23% 26% 15% 21% 12% 17%

高

低
して多く回答しているのに対し、米国人は日本人ほど重視していない。一方、｢設備や道具

の性能・見栄えが良い｣ことを米国人は特にタクシーやホテル(中程度)などを中心に比較的

多くの人が重視しているが、日本人の回答をみると米国人ほど重視しているわけではない

ことがわかる。タクシーや中程度のホテルで米国人が設備の性能・見栄えを重視するのは、

米国のタクシーやホテルに古いものが比較的多かったりしたことを反映している可能性も

ある。ただ、このように日本人と米国人でサービスの品質を評価するポイントが若干異な

ることは、両国の市場におけるより望ましいサービス提供のあり方や日本のサービス品質

が米国とどのくらい異なるのかといったことにも影響を及ぼしていると考えられる。 

 

 

 

(5) 分野別にみた自国のサービス品質が高いと評価するポイント 

＜運 輸＞ 

 タクシー・地下鉄・航空旅客・遠距離鉄道の 4 分野では、｢接客が丁寧｣・「正確で信頼で

きるサービス」の面で、日本人は自国のサービス品質が米国を上回ると評価している点が 
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共通している。｢接客が丁寧｣はどちらかというとタクシーや航空旅客で高く評価されてお

り、「正確で信頼できるサービス」は地下鉄や遠距離鉄道で評価が高い。タクシーと航空旅

客は、自国のサービス品質が高いと評価するポイントが比較的似通っていることも特徴と

して挙げられる。 

一方、米国人をみると、4 分野全てで日本人より各項目の回答が少なく、自国のサービス

品質をそれほど高く評価していないともとれる結果となっている。ただ、米国では地下鉄

と遠距離鉄道の評価軸こそ比較的類似しているものの、タクシーと航空旅客の評価項目は

かなり異なっており、日本人の回答傾向とは違いが生じている。タクシーと航空旅客で提

供されるサービスのあり方はある程度異なるものと考えられるが、米国人調査の結果は、

日本よりも米国のほうがサービス提供のあり方が大きく異なっていることを示している。 

 また、宅配便は、｢正確で信頼できるサービス｣・｢迅速にサービスを提供｣で日本のサー

ビス品質が米国を上回ると評価されている。郵便にも同様の傾向がみられるが、米国より

｢接客が丁寧｣とする評価が比較的高くなっている。 

 

 

＜飲食・小売＞ 

 コンビニエンスストア・百貨店・総合スーパーの小売 3 業態をみると、日本人の評価は

かなり似通っており、どの分野でも｢接客が丁寧｣である点で米国を上回るとする回答が突

出して多くなっている。｢正確で信頼できるサービス｣への評価が高いことも、3 業態に共通

する特徴である。また、コンビニエンスストアでは、上記 2 項目に加え、｢従業員・設備が

清潔｣への評価も高い。 

 一方、米国人の評価をみると、上記 3 業態への評価は少しずつ異なる。百貨店は、｢設備

の性能・見栄え｣と｢従業員・設備が清潔｣で米国の品質が高いと評価されている。コンビニ

エンスストアや総合スーパーもこうした設備に対する評価は比較的高いものの、コンビニ

エンスストアは｢迅速なサービス｣や｢接客が丁寧｣であることへの評価が高く、総合スーパ

ーは｢進んで手を貸してくれる｣ことへの評価が比較的高くなっている。 
  
 飲食に関連するファミリー向けレストラン・コーヒーショップ・ハンバーガーショップ

をみても、日本人の評価軸は｢接客が丁寧｣が突出して高くなっている点で小売とそれほど

変わらない。飲食・小売といった分野は対人的な接触を伴うサービスの比重が比較的高い

が、いずれの業態でも「おもてなし」に代表される接客姿勢に日本人が高い評価をしてい

るとみることができる。 

 米国人調査をみると、ハンバーガーショップは｢設備の性能や見栄え｣・｢正確で信頼でき

るサービス｣・｢従業員・設備が清潔｣といった点で米国のサービス品質への評価が高いのに

対し、コーヒーショップでは「接客が丁寧」・｢従業員・設備が清潔｣・｢個人的な要望を理

解｣に対する評価が高くなっている。業態によって評価点が異なる米国人の結果は、丁寧な

接客への評価が共通して高い日本人とは対照的といってよい。 
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＜ホテル・旅行サービス＞ 

 日本人の場合、ホテルのグレード（高級・中程度・エコノミー）を問わず、｢接客が丁寧｣

なことへの評価が突出して高くなっている。また、｢正確で信頼できるサービス｣について

高く評価している点も共通しており、グレードの違いによって評価するポイントが大きく

異なるわけではない。 

 一方、米国人をみると、高級ホテルでは「設備の性能・見栄え」を日本より高く評価す

る傾向にあるのに対し、中程度のホテルでは｢設備の性能・見栄え｣への評価が下がる一方

で｢従業員・設備が清潔｣への評価が高くなっている。また、エコノミークラスのホテルで

は、設備の見栄えや清潔さよりも｢サービスの選択肢が多い｣ことへの評価が高くなってい

るなど、グレードによって評価軸が異なっている。 
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＜情報通信・金融不動産＞ 

 モバイル回線プロバイダーをみると、｢正確で信頼できるサービス｣を評価する回答が日

米ともに多くなっているほか、｢迅速なサービス｣に対する評価が日本人では高くなってい

る。同様の傾向は、テレビ受信サービスでもみられる。 

 また、ATM・銀行サービスをみると、日本人は｢迅速なサービス｣と｢正確で信頼できるサ

ービス｣への評価が高い。一方、米国人は、この 2 点に加えて｢個人的な要望への理解｣や｢設

備の性能・見栄え｣への評価が高くなっており、日米で評価ポイントが若干異なっている。

不動産業も、日米で評価ポイントが大きく異なっており、日本人が｢接客が丁寧｣への評価

が高いのに対し、米国人は｢個人的な要望を理解｣・｢従業員・設備が清潔｣に対する評価が

高くなっている。 
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＜その他のサービス(対個人サービス)＞ 

 理容・美容は、日本人が｢接客が丁寧｣・「正確で信頼できるサービス」への評価が高いが、

米国人は｢サービスの選択肢が多い｣や「全体的に高品質」といった点で米国のサービス品

質が高いとする意見が多くなっており、品質評価のポイントに差がみられる。 

洗濯物・クリーニングは、日米ともに｢正確で信頼できるサービス｣への評価が高くなっ

ているほか、｢接客が丁寧｣・｢迅速なサービス｣でも日本人は自国のサービスを米国より高

く評価している。こうしてみると、洗濯物・クリーニングと理容・美容に対する日本人の

評価ポイントは類似性があるようである。また、｢正確で信頼できるサービス｣・｢接客が丁

寧｣・｢迅速なサービス｣への評価が高いのは、レンタカーや旅行サービス、コンビニエンス

ストア、官公庁(市役所・税関等)、病院なども同様であり、比較的多くのサービスで日本人

が高く評価するポイントといえそうである。 
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＜その他のサービス(公共サービス・社会福祉・教育など)＞ 

 大学教育に対する日本人の評価は、全体的にサービスが優れているとする評価が最も多

く、他の項目に対しては回答が比較的少なくなっている。こうした回答傾向は、他のサー

ビスにはみられず、大学教育特有の傾向である。一方、米国人は、｢迅速なサービス｣や｢顧

客に進んで手を貸してくれる｣・「従業員・設備が清潔」といった点で米国のサービスが優

れていると認識している。こうしたことから、日本人と米国人で評価するポイントが最も

異なっている分野の 1 つとなっている。 

 病院も、日本人が｢正確で信頼できるサービス｣・｢接客が丁寧｣・｢迅速なサービス｣とい

ったポイントを評価している一方、米国人は｢従業員・設備が清潔｣・｢個人的な要望を理解｣

といったポイントを高く評価しており、評価軸に違いがみられる。 
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 博物館・美術館は、日本の品質を高く

評価する日本人の回答が各ポイントとも

に比較的少ない。一方で米国人は、｢接客

が丁寧｣・「顧客に進んで手を貸してくれ

る」・｢従業員・設備が清潔｣といったポイ

ントへの評価が高くなっている。今回対

象としたサービスに対する評価は全体的

に日本人の方が高く評価する(レーダー

チャートが米国よりも大きく表示されて

いる)傾向があるが、博物館・美術館には

それがあてはまらないようである。 

 配電・配管の補修・管理も、日本人は｢接

客が丁寧｣・｢正確で信頼できるサービ

ス｣・｢迅速なサービス｣について高く評価

しており、病院やコンビニエンスストアなどのサービスにみられる評価パターンに近い。

官公庁(市役所・税関等)も同様である。ただ、米国人の回答傾向をみると、配電・配管の補

修・管理の場合、｢個人的な要望を理解｣してくれる点が突出して高くなっており、官公庁

でも｢設備の性能・見栄え｣や｢従業員・設備｣への評価が高いなど、日米の評価ポイントに

差がみられる。こうした違いは、同じサービスであっても、サービスで満足を得るために

必要とすることが日本と米国で異なっており、それがサービスの提供の仕方などにも影響

している可能性があることを示唆している。 

 

 

 

 

【参考】日本のサービス品質の変化（2009年調査との比較） 

 日本のサービス品質が米国を上回る水準にあるという指摘はずいぶん前からされてきた。

実際、日本生産性本部が 2009 年に実施した前回調査をみても、日本人調査では対象とした

20 分野中 19 分野で日本のサービス品質が米国を上回っており、米国人調査でも 20 分野中

17 分野で日本の品質が米国を上回っていた。特に、地下鉄やタクシー、航空旅客、コンビ

ニエンスストアといった分野のサービス品質が高く評価されているといった部分は、今回

調査とも共通しているといってよい。 

 ただし、前回調査では、日本の相対的なサービス品質（及び価格）を 50~150 で数値化（等

品質を含めて 11 段階で評価）しているが、上記方法で 80 と算出されたサービス品質は、必

ずしも日本のサービス品質が米国より 20%高いことを示すわけではない。また、今回の調

査とはサービス品質の評価方法が異なるため、前回調査結果との比較を定量的に行うこと 
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【参考】日米のサービス品質の変化
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日本人
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品質が低下

(品質差が縮小)

相対的に日本の

品質が上昇

(品質差が拡大)

（%ポイント）

今回調査の乖離率－前回

※数値のないと

ころは前回未

調査の分野

注：前回調査と

調査方法が

異なるため、

乖離率の比

較はできない

が、大まかな

方向感を示

すために参

考値として

 【参考】2009年調査：サービス品質の日米比較

＜2009 年調査概要＞ 

・米国滞在経験のある日本人、日本に在住している米国人に対し、消費者が日米で同一と認識す

る日常的なサービス 20 種の品質や価格に関する調査を実施（詳細以下参照）。 

・サービス品質の評価にあたっては、日本と米国のサービス品質が等しいときを 100 とした指数

を用い、米国の方が高い(日本の方が低い)と認識している場合プラス 50 までの 10 刻み 5 段階で

評価し、米国の方が低い(日本の方が高い)と認識しているときはマイナス 50 までの 10 刻み 5 段

階で評価する方法をとった。 
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はできない。とはいえ、便宜的に行った時系列比較（別表参照）は、2009 年からの 8 年間

で大まかに品質差が縮小／拡大したのかといった方向感はある程度あらわしていると考え

られる。 

参考として日本人調査を比較してみると、宅配便や総合スーパー、病院、旅行サービス

といった分野では、前回調査でも日本が米国より高かったが、今回調査までの 9 年で日米

のサービス品質差が拡大している。品質差が拡大する方向にある分野は 20 分野中 15 分野

にのぼっており、多くの分野で日本のサービス品質の優位性は以前と同等以上の状況にあ

るといえそうである。 

 一方、米国人調査をみると、タクシーや地下鉄、コンビニエンスストアなどを中心に前

回調査ほど日米の品質差がなくなっている分野がある一方で、コーヒーショップやホテル、

ATM/送金サービス、病院などでは日米の品質差が拡大しているともとれる結果となった。

ただし、前回は日本在住の米国人に調査をしたのに対し、今回は日本滞在経験のある在米

米国人を中心とした調査を行うなど、調査対象者が全く異なっていることを割り引いて考

える必要がある。 

 

 

 

 

2. 日本と米国のサービス価格 

(1) サービス価格の日米比較 

日本と米国のサービス価格を考える上では、為替レートの影響も受ける。とはいえ、か

つてのように日本のサービス価格のほうが高いといわれていた状況は変わりつつある。実

際、今回調査を行った 29 分野のうち価格が付随しない官公庁を除く 28 分野の中で日本が

米国より価格が低い分野は、宅配便やコンビニエンスストア、ファミリー向けレストラン

など 10 分野となっている。2009 年に実施した前回調査では 18 分野中 17 分野で日本の価格

が米国より高かったが、多くの分野で日本の価格が相対的に低下している。 

病院や大学教育は、もともと米国の価格が非常に高いことで知られている分野であるも

のの、前回調査では日本のほうが高価格とされていたコンビニエンスストアやファミリー

向けレストラン、宅配便、ホテル(高級)、クリーニングといった分野は、今回の調査で日本

の価格が米国より低いと評価されるようになっている。 

 

ただ、サービス価格に対する評価が日本人と米国人で異なっている分野も少なくない。

日本人は日本のほうが高価格とする一方、米国人は日本のほうが低価格と評価しているケ

ースが航空旅客やハンバーガーショップ、コーヒーショップ、ホテル(中程度)、ファミリー
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向けレストランなど 10 分野にのぼってい

る。 

また、日本人調査では、病院や大学教育、

クリーニング、宅配便など 9 分野で日本の

サービス価格が米国より低いと評価され

ている。日本のほうが米国より低価格とす

る回答は、米国人調査をみるとさらに多く

なっており、ホテル(中程度及び高級)、宅

配便、モバイル回線のプロバイダー、航空

旅客など 15 分野にのぼっている。 

こうしたことからすると、多くの分野で

日本人が認識しているほど米国人は日本

のサービス価格が高いとは思っていない

ともみることができそうである。 

 

逆に、理容・美容や郵便、配電・配管の

補修・管理といった分野をみると、日本人

は日本の価格が米国より低いと認識して

いるものの、米国人は日本のほうが高価格

と評価している。 

こうした分野に加え、郵便やテレビ受信

サービスといったサービスについては、米

国人が日本で利用するサービスが主に外

国人向けとなっていて、日本人が日本で利

用するサービスと異なっている可能性が

あり、日本人と米国人で同じサービスを利

用しているとはいいにくいことに留意す

る必要がある。 

 

なお、日本人調査を概観すると、航空旅

客(106.3)や遠距離鉄道(105.3)、博物館・美

術館(104.7)といった分野で米国より 5%程度、ハンバーガーショップ(103.8)や百貨店(103.4)、

航地下鉄(103.2)、コーヒーショップ(103.1)などでも米国より 3%程度価格が高いと日本人は

認識している。こうした分野であっても、2009 年の前回調査と比較すると、日本人が米国

との価格差が最も大きいと認識する航空旅客でも 6％ポイントほど日本の価格が相対的に

低下していることになる。これは、2009 年からの 8 年間で米国のサービス価格がある程度
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上昇するトレンドにある中で日本の価格水準がそれほど上昇しなかったことなどから、米

国との価格対比で 6％(ポイント)ほど日本の価格が低下しているということである。前回調

査とは調査対象者や調査手法が異なることを考慮すると参考程度として捉える必要がある

とはいえ、レンタカー(－10.3％ポイント)やタクシー(－9.8％ポイント)、宅配便(－9.7％ポイ

ント)、総合スーパー(－9.5％ポイント)といった分野でも概ね 10％程度、日本の価格水準が

相対的に低下している。 

 

一方、米国人からすると、日本の価格水準が米国より高くなっているのはタクシー(102.9)
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やレンタカー(102.0)、ホテル(エコノミー／

102.7)、理容・美容(103.8)といった分野が中

心である。ただ、タクシーや理容・美容、レ

ンタカーといった分野の価格に対する評価

は、前回調査(2009 年)から 10％前後低下し

ている。また、百貨手やハンバーガーショッ

プ(－16.1％ポイント)やホテル(高級／14.9％

ポイント)、コーヒーショップ(－13.9％ポイ

ント)といった分野で、日本の価格が相対的

に大きく低下したと米国人は認識している

ようである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 日本のサービス品質と価格の関係 

これまでみてきたようにサービスの品質については、日本人・米国人ともに多くの分野

で日本が米国を上回ると評価している。一方で価格をみると、高い品質を反映していない

分野が多く、特に米国人は日本人よりも日本のサービス価格が低いと認識していることが

多くなっている。このことは、日本のサービスの品質と価格にミスマッチが生じている可

能性を示している。 
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上図はサービスの品質を縦軸に、サービスの価格を横軸にプロットしたものだが、これ

をみるとほぼ全てのサービスが左下から右上へと向かう 45 度線より上にあることが分かる。

ちなみに、この 45 度線は、価格を加味するとサービスの品質が等しいことを示している。

日本のサービスの品質と価格が米国と同じ（=100）ものと、日本のサービスの品質が米国

より 10％高い(=110)としても価格もまた 10％高い(＝110)ものを比較すると、価格をふまえ

たサービスの品質（サービス品質／サービス価格：サービス品質の価格対比）はいずれも 1

となって変わらない。つまり、サービス品質は、価格を加味すると変わらないことになる。

逆に、この 45 度線から離れた位置にあるサービスは、米国と比較した日本のサービスの品

質と価格にギャップがあることを示している。図の左上に位置している場合は、米国より

サービス品質が高くても、その分ほど価格が高くなっているわけではないことになる。図

の左端に位置している地下鉄や宅配便、クリーニングといった分野は、高いサービス品質

が価格に十分反映されていない状況が顕著な例とみることができる。例えば宅配便をみる

と、翌日配達や時間帯指定、無料の再配達といったサービスが日本では一般化しているが、

米国でこうしたサービスが普及しているわけではない。そうしたことが米国を上回るサー
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ビス品質という評価にも結びついたものと考えられる。一方、宅配便の価格にこうした利

便性の高いサービス品質が十分に反映されているわけではなく、日本の価格水準が米国を

下回ると日本人も米国人も認識している。そのため、日本のサービス品質は、もともと米

国よりも高いと評価されているものの、価格を加味するとさらに差が拡大することになる。

こうした分野では、高いサービス品質に見合った価格への引上げ余地がある（あるいは、

価格を加味しても高くなっているサービス品質を調整する余地がある）とみることができ

そうである。 

 

このような「価格差以上にサービス品質が米国より高い」とする認識は、日本人調査に

顕著にあらわれている。日本人調査結果(下図)を見ると、宅配便のほか、病院やクリーニン

グ、理容・美容といった分野が図の左上に位置している。こうした分野では、日本のサー

ビス品質が米国を 15％程度上回っているのに対し、価格は米国を下回っており、高い品質

が価格に十分反映されていない。 
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日米のサービス品質と価格が比較的接近し、品質の違いが価格差とほぼ見合っているも

のとしては、大学教育、コーヒーショップ、ハンバーガーショップ、ホテル(高級)の 4 分野

が挙げられる。しかし、こうした分野は今回調査した中でもごく一部であり、日本のサー

ビスの品質と価格付けは、米国と比較するとアンバランスともいえるようなケースが多く

なっている。 

 一方、米国人調査をみると、多くの分野で日本人ほどサービスの品質と価格にギャップ

があると米国人は認識していないようである。大学教育や地下鉄、ホテル(高級)といった分

野では、価格差以上に日本のサービス品質が高いと評価しているものの、多くの分野で日

本人調査よりも品質と価格のギャップが小さくなっている。 

 

 

 

3. サービスの｢過剰品質｣に対する認識                

～価格の割にサービス品質が高いと評価するポイント～ 
 

日本では、「おもてなし」と称して高品質なサービスがさまざまな分野で提供されている

と認識されている。そうした高品質なサービスを提供するには手間暇がかかり、一般的な

サービスよりも人手を要することが多い。一方で「サービスはただ」とする認識も一般化

しており、高品質なサービスが価格に十分反映されていることは少ない。それが、日本の
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サービス産業の生産性が米国よりも低い要因の１つになっていると指摘されている。 

実際、今回の調査結果をみても、米国よりサービス品質が高いにもかかわらず、価格水

準は品質差ほどではない分野が多くなっている。こうした状況をふまえ、今回の調査では、

日本のサービスについて価格を勘案すると品質が高い部分についてもきいている。一般に

サービスといっても、「接客の丁寧さ」や「サービスの提供スピード」などさまざまな要因

がサービスを評価する上では評価材料になっていることから、どのようなポイントが「価

格の割にサービスの品質が高い」と評価できるのかについて、分野ごとに調査した。 

 

＜運 輸＞ 

日本のタクシーの「価格の割にサービスの品質が高いと感じるポイント」は、日本人で
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あれば「接客が丁寧」が比較的多いが、米国人をみると「設備の性能・見栄えがよい」が

突出している。米国ではかなり古いタクシーなども営業しているのに対し、日本ではある

程度新しい車が多いことなどを反映しているものと考えられる。地下鉄や遠距離鉄道でも、

米国人は「従業員・設備が清潔」への回答が多くなっている。 

また、米国人の場合、「迅速なサービス」への評価も高い。「従業員・設備が清潔」・「迅

速なサービス」への評価が高いのは、地下鉄や遠距離鉄道だけでなく、航空旅客にも共通

する特徴となっている。日本人の回答をみると、地下鉄で「顧客に進んで手を貸す」への

評価が高く、他のサービスでも「接客が丁寧」への回答がやや多くなっているものの、米

国人ほど回答傾向に特徴があるわけではない。 

「迅速なサービス」への米国人の高い評価は、宅配便や郵便でも顕著にみられる。タク

シーを除く運輸関連サービスでは、総じてサービスが迅速に提供されることについて、価

格以上の評価をしているといえそうである。 

 

 

＜飲食・小売＞ 

コンビニエンスストア・百貨店・総合スーパーといった小売関連分野では、価格の割に

サービス品質が高いポイントとして「接客が丁寧」とする回答が日本人では最も多い。「接

客が丁寧」への回答は百貨店で特に多くなっているが、3 業態のレーダーチャートの形は比

較的類似しており、価格の割に接客や顧客対応に優れていると認識している点で共通して

いる。一方、米国人は、百貨店で「迅速なサービス」への回答が多く、コンビニエンスス

トアや総合スーパーでは「個人的な要望を理解」・「従業員・設備が清潔」といったポイン

トで、価格の割に品質が高いと認識している。また、日本人ほど「接客が丁寧」であるこ

とへの評価は高くなっておらず、「正確で信頼できるサービス」・「迅速なサービス」への評 
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価が高くなっている。このことは、いわゆる「おもてなし」への評価軸が日本と米国では

若干異なっている可能性があることを示している。 

飲食店をみても、コーヒーショップやハンバーショップ、ファミリー向けレストランと

いった分野では、小売関連分野と同様に「接客が丁寧」への評価が日本人では最も高い。

ただ、米国人の評価をみると、ファミリー向けレストランは「個人的な要望の理解」や「従

業員・設備が清潔」への回答が多く、総合スーパーと比較的似たような評価となっている。 

一方、コーヒーショップやハンバーガーショップは、「従業員・設備が清潔」・「迅速なサー

ビス」・「顧客に進んで手を貸す」への評価が高く、ファミリー向けレストランとはサービ

スの評価軸に違いがある。 
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＜ホテル・旅行サービス＞ 

 日本人の場合、ホテルのグレードが高級・中程度・エコノミーいずれであっても｢接客が

丁寧｣なことへの評価が突出して高くなっている。また、｢正確で信頼できるサービス｣につ

いて高く評価している点も共通しており、グレードの違いによって評価するポイントが大

きく異なるわけではない。 

 一方、米国人をみると、高級ホテルでは「設備の性能・見栄え」を日本より高く評価す

る傾向にあるのに対し、中程度のホテルでは｢設備の性能・見栄え｣への評価が下がる一方

で｢従業員・設備が清潔｣への評価が高くなっている。エコノミークラスのホテルでも、設

備の見栄えより｢サービスの選択肢｣や「従業員・設備が清潔」といったポイントの評価が

高くなっている。 

  

 

 

 

＜情報通信・金融不動産＞ 

 モバイル回線プロバイダーをみると、日本人は価格の割に｢サービスの内容の選択肢が多

い｣ことへの評価が高い。一方、米国人は価格の割に「接客が丁寧」・「従業員・設備が清潔」

であることへの評価が高く、日本人と米国人では価格を加味した品質の評価軸が異なって

いることがわかる。 

テレビ受信サービスは、日本人からすると無料放送が中心となることもあり、価格の割

に品質が高いとする回答はいずれの評価ポイントでも少なくなっている。一方、米国人は

「正確で信頼できるサービス」などへの評価が高くなっている。 
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 ATM・送金サービスといった銀行業務のサービス品質についても、テレビ受信サービス

と同様に、日本人が価格の割に品質が優れているとする認識はいずれの評価ポイントでも

少なくなっている。いずれの評価ポイントも日本人より米国人のほうが概ね高評価である

点も、テレビ受信サービスと類似しているといってよい。不動産業でも、「顧客に進んで手

を貸してくれる」「迅速なサービス」「個人的な要望の理解」といったポイントで米国人の

評価が日本人を上回っている。情報通信や金融不動産といった分野のサービス品質は、多

くのポイントで日本人が思っている以上に米国人から評価されているといえそうである。 

 

 

 

＜その他のサービス(対個人サービス)＞ 

 理容・美容は、日本人が｢接客が丁寧｣・「顧客に進んで手を貸す」への評価が高いものの、

米国人は｢正確で信頼できるサービス｣や「個人的な要望を理解」・「従業員・設備が清潔」

といった点への評価が日本人を大きく上回っている。逆に、「サービスの選択肢が多い」点

では、日本人の評価を大きく下回る。理容・美容分野で提供されるサービスは、店舗の方

針によっても大きく異なることから、他のサービス分野と比較しても、日本人と米国人で

は日本で受けているサービスの違いが大きい可能性もある。 

一方、クリーニングについては、「迅速なサービス」や「正確で信頼できるサービス」と

いったポイントで価格の割に品質が高いとする回答が日本人・米国人ともに多くなってい

る。また、日本人と米国人のレーダーチャートは同じような形をしていることから、全体

的にみても評価ポイントが比較的似通っているといえそうである。そうした観点からする

と、同じ対個人サービスではあっても、理容・美容とクリーニングにはサービス品質の評
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価軸に大きな違いがあるとみることができる。 

レンタカーや自動車整備といった分野の日本人の評価をみると、他の分野と比較しても

全体的にレーダーチャートが小さくなっている。これは、それぞれの評価ポイントで価格

以上にサービス品質が高いと認識する人が少ないということであり、いわゆる「過剰品質」

な状態ではないことを示すものとみることができる。ただし、米国人からすると、レンタ

カーの接客が丁寧であることや、自動車整備のサービスが正確で信頼できる点などを価格

以上に高品質とみており、日本人による評価はやや厳しいとも取れる結果となっている。 
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＜その他のサービス(公共サービス・社会福祉・教育など)＞ 

 大学教育や病院、博物館・美術館といった分野でも、日本人調査のレーダーチャートは

比較的小さく、「過剰品質」の認識は比較的薄そうである。そもそも、大学や病院、博物館

の価格は、事業者間で大きな差があるわけではなく、消費者が価格意識を持ちにくいこと

も影響しているものと考えられる。ただし、米国人からすると、日本の大学教育は、「従業

員・設備が清潔」・「正確で信頼できるサービス」といった点で価格以上のサービスを提供

していると認識しているほか、病院も「従業員・設備が清潔」である点で価格以上の品質

が提供されていると認識している。「従業員・設備が清潔」であることへの評価は、配電・

配管の補修・管理でも高くなっており、こうした分野に共通する米国人が評価するポイン

トといえそうである。 
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4. まとめ 

(1) 多くの分野で認められる日本のサービス品質の高さ 

日本とアメリカのサービス品質を比較すると、日本人は今回調査を行った 28 分野中 26

分野で、日本の品質が 10～20％程度米国より高いと認識している。サービス品質が米国を

10％以上上回ると評価するサービス分野は 28 分野のうち 21 分野を占め、宅配便(118.3)やタ

クシー(117.9)、病院(116.6)といった分野で特に評価が高い。クリーニング(115.9)や航空旅客

(115.9)、コンビニエンスストア(115.4)といった分野のサービス品質も高く評価されている。 

一方、米国人調査をみると、地下鉄(110.8)やホテル(高級／108.0)、大学教育(112.8)といっ

た分野で日本のサービス品質が米国を上回ると認識している。多くの分野で日本のほうが

高品質とする傾向は日本人調査と共通であるものの、日本人ほど日米に品質差があるとは

認識していない。 

日本人及び米国人の認識を総合すると、地下鉄や理容・美容、コンビニエンスストアな

どを中心に全てのサービス分野で日本のサービス品質が米国より高いと評価されているも

のの、テレビ受信サービスやハンバーガーショップ、(モバイル回線などの)プロバイダーと

いったサービスをみると日米の品質にそれほどの差はないとみられている。 

また、サービス品質を評価する上で重視するポイントとしては、丁寧な接客や正確で信

頼できるサービスを提供しているかが日本人・米国人に共通して多く挙げられている。し

かし、｢迅速にサービスを提供してくれる｣ことを日本人は比較的重視するポイントとして

多く回答しているのに対し、米国人は日本人ほど重視していない。一方、｢設備や道具の性

能・見栄えが良い｣ことを米国人は比較的多くの人が重視しているが、日本人の回答を見る

と米国人ほど重視しているわけではない。このように日本人と米国人でサービスの品質を

評価するポイントが若干異なることは、より望ましいサービス提供のあり方や日本のサー

ビス品質が米国とどのくらい異なっているのかということにも影響を及ぼしているものと

考えられる。 

 

 

 

(2) 相対的にみると低下傾向にあるサービス価格 

かつては日本のサービス価格が米国を上回るといわれることも多かったが、近年になっ

て状況は変わりつつある。実際、今回調査を行った日本人と米国人の回答を総合すると、

28 分野の中で日本が米国より価格が低い分野は、宅配便やコンビニエンスストア、ファミ

リー向けレストランなど 10 分野となっている。2009 年に実施した前回調査では 18 分野中

17 分野で日本の価格が米国より高かったが、それからの 8 年の間に多くの分野で日本の価
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格が相対的に低下したことになる。 

特に、前回調査で日本のほうが高価格と評価されていたコンビニエンスストアやファミ

リー向けレストラン、宅配便、ホテル(高級)、クリーニングといった分野は、今回の調査で

日本の価格が米国より低いと評価されるようになっている。 

ただ、サービス価格に対する評価が日本人と米国人で異なっている分野も少なくない。

日本人は日本のほうが高価格とする一方、米国人は日本のほうが低価格と評価しているケ

ースは、航空旅客やハンバーガーショップ、コーヒーショップ、ホテル(中程度)、ファミリ

ー向けレストランなど 10 分野にのぼっている。 

また、日本人調査では、病院や大学教育、クリーニング、宅配便など 9 分野で日本のサ

ービス価格が米国より低いと評価されている。日本のほうが低価格とする回答は、米国人

調査をみるとさらに多くなっており、ホテル(中程度及び高級)、宅配便、モバイル回線のプ

ロバイダー、航空旅客など 15 分野にのぼっている。 

こうしたことからすると、多くの分野で日本人が認識しているほど米国人は日本のサー

ビス価格が高いとは思っていないともみることができそうである。 

 

 

 

(3) 高いサービス品質が価格に十分反映されていない「ミスマッチ」の発生 

日本人・米国人とも、多くのサービスにおいて日本の品質が米国を上回ると評価してい

るものの、現状の価格が高い品質を反映していないと認識する分野が多い。特に米国人の

調査結果をみると、日本人以上に日本のサービス価格が低いと認識しているなど、日本の

サービスの品質と価格にミスマッチが生じている。 

日本の地下鉄や宅配便、クリーニングといったサービスは、品質が非常に高いにもかか

わらず、価格が米国と同等か米国以下となっている。これは、高いサービス品質が価格に

十分反映されていない状況にあることを示している。 

例えば、日本の宅配便で一般的に利用できる翌日配達や時間帯指定、無料の再配達とい

ったサービスは、米国で普及しているわけではない。そうしたことが日本のサービス品質

は米国を上回る評価にも結びついたものと考えられるが、一方で日本の価格は米国を下回

ると日本人も米国人も認識している。日本の宅配便のサービス品質は、価格を加味しなく

ても米国より高いと評価されているが、価格を加味するとさらに品質差が拡大するという

ことである。程度の差こそあれ、こうした状況は他の分野でもみられる。このように高い

サービス品質と低い価格といったギャップの存在は、「過剰」な分のサービスの改廃や高い

サービス品質に見合った価格への引上げなどといった取組みを進める余地があることを示

している。 
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＜日本人向け調査画面（調査票／本調査）＞ 
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＜Q5 で 1（利用経験あり）と回答した選択肢のみ＞ 
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＜Q5 で 1（利用経験あり）と回答した選択肢のみ／WEB 画面上は各選択肢右に Q6 の回答を表示＞ 
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＜Q5 で 1（利用経験あり）と回答した選択肢のみ＞ 
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＜日本人向け調査画面（調査票／スクリーニング調査）＞ 
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＜米国人向け調査画面（調査票）＞ 
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＜Q16で「１」と回答した場合のみ＞ 
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＜Q16で「１」と回答した場合のみ／WEB画面上の各項目にはQ17の選択結果も表示＞ 
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＜Q16で「１」と回答した場合のみ＞ 
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